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1. 東京の液状化予測での地震動強度評価 
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 1. はじめに 

 この報告は平成 25 年 3 月に公表した「東京の液状

化予測図」で、地震荷重の設定の際に使用する地表最

大加速度の評価について述べたものである。液状化予

測図の目的は、個人では調べることがむずかしい地盤

の液状化について、発生の可能性を相対的に表すこと

にある。そのため、特定の震源をもった地震を想定せ

ずに、一律のゆれによって都内の地盤がゆすられたと

きに、どの地域が液状化しやすいかを評価している。

具体的には、建物の基礎地盤となる地層（工学的基

盤）に一律の強さのゆれを入力して計算された地表の

ゆれをもとに、液状化を予測している。このように、

特定の地震を想定しない予測方法は「非シナリオ型の

予測」と呼ばれており、東京都では地域危険度測定調

査「あなたのまちの地域危険度」でも使用されている。

特定の震源をもとにしたシナリオ型の被害予測では、

想定する地震断層からの距離によって地表のゆれの強

さは変化する。特に、最近の被害想定では断層上にア

スペリティを設定しているため、断層の破壊過程が地

表の地震動に与える影響はきわめて強い。このように、

シナリオ型の被害予測は被害の全体像をリアルに予想

するのに適しているのに対して、非シナリオ型の予測

はどの場所が他の場所に比べて液状化しやすいかを比

較するなど、地域の相対的な危険度を比較するのに適

していると考えられている注1)。 

 ゆれの強さとしては、前回、昭和 62 年の液状化予

測と同様に、大正 12 年（1923 年）関東大地震で東京

の都心が襲われた程度のゆれを想定している。関東地

震を想定対象とするメリットとしては、およそ次の 3

点をあげることができる。 

① 過去に東京で発生した最大の被害地震であること

から、一般によく知られている。 

② 遠距離海洋型の大地震であることから、都内では

震源からの距離によるゆれの違いがあまり強くない

ため、非シナリオ型としてイメージしやすい。 

③ 実際に液状化も多くの場所で発生したことがこの

地震の体験者に対する面接調査でもわかっている。 

 今回の液状化予測では、想定する地表最大加速度に

ついても再検討すべきであるという意見がアドバイザ

ー委員会からあったことから、当時、本郷で観測され

た地震記録をもとに再現解析を行ったので報告する。 

 

 2. 関東地震の再現波形 

 地震計で観測された関東地震の記録のうち、東京で

観測された本震の記録は、地震計自体の損傷のため完

全な波形は残されていない。しかし、部分的に欠損し

た地震記録をもとに、波形を再現した成果が森岡 2)と

山原ら 3)によって公表されている。このほか、数値記

録ではないが、東京帝国大学地震学教室（本郷）での

ゆれについての緻密な観察文が、当時の地震学科助教
 
注 1) 纐纈一起（文献 1）は「シナリオ地震の落とし穴」として、東京都防災会議が 2012 年に公表した「首都直下地震等による東京の被害想

定」では将来、発生するゆれの予測として 5 つの震源モデルを採用しているが、いずれの地震でも練馬では最大でも震度 6 弱となってい

るのに対して、中央防災会議（2005 年）の 18 モデルには震度 6 強となる例もあることから、シナリオ地震の結果を防災計画に反映する

上で注意が必要なことを指摘している。 
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授の今村明恒によって残されている 4)。 

 森岡 2)はユーイング円盤記録式強震計によって記録

された波形のうち、起動から数回の短い中断のある 2

分間の SW－NE（南西―北東）成分の記録を再現してい

る。この地震計は関東地震の 40 年以上前に、お雇い

外国人であったユーイングによって作成されたもので、

当時、すでに正規の観測からははずされていたが、常

に整備されていたものである。強震観測用の地震計の

ため倍率は 1 倍、水平振子の固有周期 6 秒、ダンパは

付属せず機械摩擦による減衰機構の変位計である。ま

た、記録装置は直径約 60 ㎝の連続回転式円盤であり、

装置はトリガーによって起動する。 

 円盤記録からのデジタル化には、このために開発さ

れた読み取り装置が使用されている。また、欠落した

記録の補修としては、波形を 2 秒以上の長周期成分と

短周期成分にわけ、それぞれ補完を加えたのち合成す

るという方法が使用されている。加速度波形は変位波

形を時間軸で2回微分することで求められている。  

 山原ら 3)は今村式の 2 倍強震計の記録から再現波形

を作成している。この記録は、関東地震の振り切れた

地震記録としてよく紹介されているものである。NS 成

分と上下成分は主要動の初期に描針が逸脱して記録が

とれていない。一方、EW 成分は、初動から 16.45 秒後

（主要動に入ってから 4.05 秒後）に描針が逸脱した

ものの、約 10 秒後に回復している。復元されたのは、

このEW成分である。 

 今村式 2 倍強震計の水平振子の固有周期は 10 秒、

油によるダンパがあり、振子の固有周期から考えて周

期 5 秒程度までのゆれに対してはほぼ変位を記録して

いる。 

 約 10 秒間の補完は、本震ときわめてよく似ていた

とされる注2)9 月 1 日午後 2 時 22 分 49 秒の余震記録の

EW 成分を比例拡大して空白部分をうめている。また、

変位記録から加速度記録への変換は、高速フーリエ変

換が使用されている。 

 復元された EW 成分の最大加速度は 238Gal、最大速

度は 22.5cm/秒であるが、注 2 にも引用したように、

関東地震では NS 成分の方が EW 成分より大きかった。

山原らは、本震で描針が逸脱するまでの主要動初期部

分の NS 成分の最大振幅は EW 成分の最大振幅の約 1.6

倍であることと、補間に使用した余震の最大振幅でも

NS 成分が EW 成分の約 1.6 倍であったことから、NS 成

分の最大加速度も 1.6 倍程度と推定している。このた
 
注 2) 今村明恒は震災予防調査会第百号 関東大地震調査報告（文献 4）で次のように述べている（現代語訳は著者）「以上の部分的な観測

（EW 成分のみ記録されていること：著者注）から実際の地動を推測するため、余震の中で震源が最初の大地震に近い記録と比較してみ

る。このために自分が選定するのは、同日午後2時 22 分頃に起きた余震であるが、上下動の記録が比較的よく似ていて、推定される震源

が大地震とあまり違わないから、水平動の記録も互いに似ているはずであるが、東西成分を比較してみると時間経過につれて波動の周期

の変化していく状態が特によく似ていて、また、最初の約 2 分間の波動の大きさの変化も相当似ている。これらの記録から、その相似性

が成立すると仮定すると、主要部での振動は概して南北動の方が著しく、東西動と組み合わせたときの大きさは震動最強部（関東大地震

の記録がある初動から16.45 秒間の波形でもっとも大きな振幅の部分：著者注）の2倍半である約20cm に達する震動であったことであろ

うし、その震動の方向もほぼ最強部の震動方向に平行であるかそれに近いものであったと想像される。 
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図-1 森岡 2)(上)と山原ら 3) (下)による再現波形 
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図-2 再現された地震波形の加速度応答スペクトル 

（減衰定数5％） 
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め、今回の予測でも、EW 成分を 1.6 倍した波形を解析

に使用した。 

 今村式 2 倍強震計の記録は、のちに横田ら 5)によっ

ても修復されている。しかし、やや長周期地震動を対

象として周期が 2 秒以上の波形を再現しているため加

速度の値はかなり小さいことから、今回の検討対象か

らは除外した。 

 図-1 に 2 つの再現波の加速度波形を示す。森岡の再

現波の最大加速度は 392Gal、山原らの再現波の最大加

速度は 381Gal である。図-2 には、2 つの再現波形の

加速度応答スペクトル（減衰定数5％）を示した。 

 再現されている最大加速度を、距離減衰式から想定

される最大加速度と比較する。断層モデルとして

Kanamori によって提案されたモデル(北緯 34.86 度、

東経 140.31 度を起点として走向 290 度、傾斜 34 度、

断層の長さ 130km、断層の幅 70Km、地震モーメント

7.6×10 27dyne・cm)6)と震源パラメータ(気象庁マグニ

チュード 7.9、震源の深さ 23km)7)をもとに推定される

最大加速度は、司・翠川の式 8)で 370.0Gal、Molas・

Yamazaki の式（旧地盤種別 4 種に対する推定）9)では

2種地盤で243.8Gal、4種地盤で336.6Galとなる。 

 

 3. 本郷の地盤構造と入力地震動 

 対象とする 2 つの地震計は、当時の東京帝国大学地

震学教室によって計測されていた。図―3 の明治 42 年

の地形図からも読み取られるように、地震学教室のあ
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図-4 本郷周辺の地盤断面 10) 
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図―3 東京帝国大学(本郷)構内の配置 

(明治42年の1:10,000地形図「上野」による) 

     

 

 
 

        図―6 地盤モデル 
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図―5 本郷周辺の地形とボーリングデータ 

地図は国土地理院発行の1:25,000土地条件図「東京東北部」を使用しました。 

 

注 3) 当時、地震学教室には地震観測のための建物もあった。対象とする地震計が地震学教室の建物にあったか地震計室にあったかは、資料か

らは断定できなかった。地震計室の位置については、今村のエッセー集「地震の国」(文芸春秋新社，1949 年)に北米の女性新聞記者を地

震学教室に案内する話があり、その中に地震計室(等温室)は運動場の近くにあるという記述があることから、御殿下グラウンドの近くに

あったと考えられる。この場合、理学部とは地形・地質的に大きく異なることはない。 
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った理科は、ほぼ現在の理学部の位置にあり、地形も

大きく変わってはいない 注 3)。大学のある本郷台の地

盤は、図―4 に示すようにローム層とローム質粘土層

の下位に、本郷層とよばれる東京層よりも新しい地層

が分布しているのが特徴である。 

 入力地震動を解析する地盤モデルとしては、図―4

の東京礫層を工学的基盤に選び、東京都地盤地質図

(23 区内)10)の断面図をもとに、基本的な層構造を決定

した。ローム層・ローム質粘土層と下位の本郷層の層

厚は、図―5 の②のボーリングデータから決定した。

本郷層の礫層以深の地層層厚は、PS 検層のある大深度

調査ボーリング 11)（図―5 の③）とよく対比できるこ

とから、①のボーリングデータから設定した。ただし、

このボーリングデータは、土地条件図の「浅い谷」に

位置していることから、ローム層は洗掘されていると

考えられ、ローム層の層厚決定には使用できない。S

波速度は大深度ボーリングデータ③から設定したが、

このデータは成増面に位置するため、本郷層の S 波速

度は本郷面での大深度ボーリング 11)（北区十条台 1 丁

目）を参考に決定した。 

 図―6 に地盤モデルを示す。図―7 は、この地盤モ

デルをもとに、等価線形解析プログラム DYNEQ12)によ

って計算した工学的基盤での入射波形（解放基盤での

波形 2E）である。入射波の最大加速度は森岡の波形で

195Gal、山原らの波形では200Galとなった。 

 

 4. おわりに 

 この小論で述べた結果をもとに、今回の液状化予測

では工学的基盤での最大加速度を 200Gal として想定

を行った。予測では地表の最大加速度を沖積層の層厚

の違いでグループ分けしているが、この値は 232Gal

から 314Gal となっている。前回、1987 年の予測では、

地表の最大加速度を 208Gal から 278Gal としているこ

とから、今回はおよそ 10％程度、地震荷重を大きく想

定していることになる。
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図-7 森岡 2)(上)と山原ら 3) (下)から求めた入射波形 


